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　　　経営情報レポート
　　　　　診療所におけるスタッフ育成の進め方
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　　　経営データベース
　　　　　ジャンル：労務管理　サブジャンル：労災保険
　　　　　労災にあたるかどうかの認定判断のポイント

　　　　　上司に無断で業務を行っていて発生した災害は業務災害か

　厚生労働省保険局は10月27日、審査支払機関の在り方に関する検討会を開催した。当日は厚労省が総括的議論に向けた整理（素案）を提示し、レセプト件数基準の審査手数料体系などを検討したほか、支払業務、保険者業務、法人運営に関する議論を行った。

　同検討会は、今年４月から審査支払に関連する事項を個別に深く議論を行っており、これを踏まえて11月から総括的な議論を行うことになる。厚労省が示した素案は総括的議論が散漫にならないよう、テーマを絞る狙いがあるとみられる。

　厚労省が総括的議論の対象にすべきと考えているのは、（１）統合の観点からの組織の在り方や支払基金と国保連の業務の共同処理、（２）競争の観点からの組織の在り方、（３）保険者の直接審査の推進、（４）都道府県単位の審査体制の弾力化、（５）審査手数料の在り方　――など。（１）と（２）には支払基金と国保連を統合した場合や競争環境を整えた場合、どのような効果が出るのか定量的に検証することが盛り込まれている。

　また、（４）の審査体制の弾力化では現行の「都道府県ごとに支払基金が審査委員会を設置する体制」を見直すには法改正が必要なため、「専門診療科のレセプトについて、中央やブロック単位で審査する」体制について議論を行うとした。（５）の手数料では「レセプト件数を基準とした支払基金の審査手数料体系」について議論が進められるようだ。

　この日の検討会では、支払業務、保険者業務、法人運営に関する論点も示した。支払いについては「レセプト電子化に伴って、支払期間を短縮できないか」、法人運営については「レセプト電子化に対応した業務の効率化」や「統合・競争の視点からの業務の効率化やコスト比較」などが挙げられた。

　同検討会では、委員から医療制度全体の見直し（統合）か、部分的改善点に留めるのか、といった意見が根底にある。これに対して複数の委員からは「範囲を超える」との見方も出た。別の委員は、審査支払業務の抜本的な見直しを議論して支払いの早期化に着手すべきだと主張したほか、電子レセプトから受診情報などをデータベース化し、政策に活用すべきとの意見もあった。森田朗座長（東大大学院教授）は、審査支払業務の改善につながるなら制度の見直しにも言及すべきだ、との制約を設けない見解を示しており、これに委員側からの異論はなかった。


　厚生労働省保険局は10月27日、中央社会保険医療協議会総会を開催し、ドラッグ・ラグ等の解消に向けて、抗がん剤を中心とした保険外併用療養の柔軟的取り扱いについて議論していく方向を確認したほか、新医薬品の処方日数制限を個別判断する際の基本的な考え方などを議論した。また、日本病院団体協議会から「複数科受診により初再診料を算定できない患者は外来患者の11.8％であり、複数科受診でも初再診料算定を認める場合に必要な医療費は370～550億円程度と推計される」との調査分析結果が示されている。

　厚労省はこの日、「未承認薬の解消に向けた医療保険サイドからのアプローチ」に関する論点案を提示した。
　この一連の論点につき、遠藤中医協会長は、（１）先進医療を実施しやすくするために海外データ使用や費用負担問題を解消する、（２）保険適用を見据えてデータ収集をきっちり行ってもらう、（３）保険外併用療養から治験（引いては保険適用）への移行を促すため期限を設ける、と論評した。
ドラッグ・ラグ等の解消に向け、「保険外併用療養→治験→保険適用」という流れを構築するものと考えられる。今後は、論点に沿った議論を深めるため、厚労省が順次、対応策を提示していくことが予定されている。
■「未承認薬の解消に向けた医療保険サイドからのアプローチ」に関する論点案の骨子

	（1）まず、抗がん剤についての改善策を検討する

	（2）先進医療制度の弾力的な運用を検討する

	（3）先進医療制度における評価体制の改善を検討する

	（4）先進医療制度から得られるデータ蓄積や情報公開を進める

	（5）革新的な医療機器・材料の保険上の取り扱いについても検討する

	（6）日本発の医療技術の開発・実用化の促進支援を検討する



病院の施設数は前月に比べ
２施設の減少、病床数は
４１３床の減少。

一般診療所の施設数は
２５施設の増加、病床数は
３０２床の減少。

歯科診療所の施設数は
２３施設の増加、病床数は
増減無し。


	　
	施設数
	　
	 病床数 

	
	8月
	7月
	増減数
	
	8月
	7月
	増減数

	総数
	176 770
	176 724
	46
	総数
	1 732 196
	1 732 911
	△715  

	 病院
	8 681
	8 683
	△2
	 病院
	1 594 890
	1 595 303
	△413  

	　精神科病院
	1 083
	1 083
	0 
	　精神病床
	346 917
	346 943
	△26

	　
	　
	　
	　
	　感染症病床
	1 798
	1 798
	0  

	　結核療養所
	1
	1
	0  
	　結核病床
	8 392
	8 458
	△66  

	　一般病院
	7 597
	7 599
	△2
	　療養病床
	333 452
	333 780
	△328

	　療養病床を

　有する病院

　（再掲）
	3 972
	3 975
	△3
	　一般病床
	904 331
	904 324
	7  

	　地域医療

　支援病院（再掲）
	288
	281
	7  
	　
	　
	　
	　

	 一般診療所
	99 721
	99 696
	25  
	 一般診療所
	137 182
	137 484
	△302  

	　有床
	10 645
	10 667
	△22  
	　
	　
	　
	　

	　療養病床を有する
　一般診療所（再掲）
	1 493
	1 499
	△6
	　療養病床
（再掲）
	15 145
	15 181
	△36

	　無床
	89 076
	89 029
	47
	　
	　
	　
	　

	 歯科診療所
	68 368
	68 345
	23  
	 歯科診療所
	124
	124
	0  



	
	病院
	一般診療所
	歯科診療所

	　
	施設数
	病床数
	施設数
	病床数
	施設数

	総数
	8 681 
	1 594 890 
	99 721 
	137 182 
	68 368 

	　国　厚生労働省
	14 
	6 667 
	28 
	 - 
	 - 

	　　　独立行政法人国立病院機構
	144 
	56 415 
	 - 
	 - 
	 - 

	　　　国立大学法人
	48 
	32 818 
	127 
	 - 
	2 

	　　　独立行政法人労働者健康福祉機構
	34 
	13 225 
	6 
	 - 
	 - 

	　　　その他
	34 
	8 800 
	437 
	2 274 
	1 

	　　　　国立高度専門医療研究センター（再掲）
	8 
	4 873 
	 - 
	 - 
	 - 

	　都道府県
	236 
	62 289 
	243 
	131 
	11 

	　市町村
	702 
	151 984 
	3 104 
	2 766 
	274 

	  地方独立行政法人
	54 
	23 327 
	10 
	 - 
	 - 

	　日赤
	91 
	37 051 
	204 
	19 
	 - 

	　済生会
	80 
	22 237 
	49 
	10 
	 - 

	　北海道社会事業協会
	7 
	1 871 
	 - 
	 - 
	 - 

	　厚生連
	112 
	35 964 
	67 
	79 
	 - 

	　国民健康保険団体連合会
	 - 
	 - 
	 - 
	 - 
	 - 

	　全国社会保険協会連合会
	51 
	14 079 
	2 
	 - 
	 - 

	　厚生年金事業振興団
	7 
	2 808 
	1 
	 - 
	 - 

	　船員保険会
	3 
	786 
	15 
	10 
	 - 

	　健康保険組合及びその連合会
	13 
	2 713 
	381 
	10 
	4 

	　共済組合及びその連合会
	46 
	14 937 
	214 
	10 
	8 

	　国民健康保険組合
	1 
	320 
	13 
	 - 
	 - 


	　公益法人
	393 
	94 046 
	891 
	550 
	154 

	　医療法人
	5 721 
	852 327 
	35 932 
	89 625 
	10 679 

	　私立学校法人
	108 
	54 793 
	174 
	115 
	16 

	　社会福祉法人
	186 
	33 210 
	7 427 
	380 
	25 

	　医療生協
	83 
	14 148 
	326 
	301 
	44 

	　会社
	64 
	13 200 
	2 192 
	36 
	17 

	　その他の法人
	36 
	6 264 
	441 
	255 
	75 

	　個人
	413 
	38 611 
	47 437 
	40 611 
	57 058 



■病院病床数

■病院及び一般診療所の療養病床数総計



医業経営情報レポート

診療所における
スタッフ育成の進め方


診療所における人材育成のあり方

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

スタッフの能力を引き出す風土をつくる

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

スタッフ育成体制の構築ポイント

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

モチベーションアップの仕組みづくり

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

スタッフ育成システム事例

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・





「優秀な即戦力を獲得したい」―多くの院長はこう望んでいるはずです。しかし、現実には、採用したスタッフをゼロから育て、戦力化していくことが必要です。
　本稿では、スタッフの人材育成をテーマとして、システムの構築や運用法等について事例を交えて解説します。

（１）診療所における人材育成の課題
	①育成に必要な予算や時間が確保できない

②スタッフ個々の技術レベルに偏った評価になりがち

③スタッフ自身がどのようなスキルを身に付ければよいのかがわからない

④指導・育成の基盤となる円滑なコミュニケーションが図られていない


　小規模の組織である診療所は、規模の大きい病院等と比較すると、研修予算も職員数も少なく、人材育成に資本を投下しにくいため、技術的スキルのみを評価してしまい、組織を構成する上での基本行動が身についていないまま年数を重ねるケースもあります。つまり、この体制では、個別・具体的な技能に偏った成長しか期待できません。
　この背景には、育成を実施する側の課題として、診療所が求める人材像を示した「人材育成方針と目標」、すなわち「組織のベクトル（＝目指す方向性）」が明確になっていないことが挙げられます。
　具体的な教育計画やゴールを示されないまま、新たに入職したスタッフが自ら目標を設定することは困難なのです。

（２）理想のスタッフ像を示すこと

　スタッフを育成するには、適切かつ明確な目標設定が重要です。

　したがって、適切な教育担当者がロールモデル（手本）を示しながら、診療所の理念から落とし込んだ目標や役割を理解させ、各スタッフに期待するスキルを習得させるように導くことが必要です。
■理想的な育成計画の展開

　また業務レベルについては、自院にとって必要なスキルの項目を決めてチェックリストを作成し、日常における部下の観察を行います。そして、上司と部下、先輩と後輩が互いに業務修得レベルを定期的にチェックして、面接を行います。

　スタッフ育成には、診療理念の明確化から実際のシステム運用まで、さまざまな取り組みが必要です。

　しかし、実際に人材育成の体制やツールを備えることが困難である場合や、また「人材を育てたいが、何をどうすれば良いのかわからない」と、なかなか具体化に着手できないケースも多いと思われます。

　下記のチェックリストをもとに、現在の自院の人材育成の取り組みを診断してみましょう。チェックできた項目が５個以下の診療所については、早急に人材育成の仕組み作りが必要です。

■スタッフ育成の取り組みチェック
	□　診療所の経営理念・方針を明確にしている
□　普段からスタッフとの対話を心掛けている
□　就業規則等院内のルールを明示している
□　院内に育成担当者がいる
□　明確な期待像をスタッフに示している
□　具体的な育成計画をスタッフに示している
□　人材育成の時間を定期的に設けている
□　外部から講師を招聘し勉強会を実施している
□　海外研修や先進医療機関への研修を毎年実施している
□　評価制度等モチベーションアップの仕組みを取り入れている




　前章で紹介したチェックリストを元に、具体的な取り組みの流れをみていきます。
　院内風土は、院長が目指す理想を明確にすることにより基盤を整え、院内ルールや対話を実践するクリニックを目指す取り組みを進めていくことで醸成します。

（１）院長が描く理想像を明確にする

　院長（クリニック）の理念が明確になり、それがスタッフに浸透していなければ、院長の理想とするサービス提供は実現しません。今後の方向性、ターゲットとする患者層、将来の事業展開、アピールポイントを整理したうえで文書化しておき、常にスタッフに提示できるようにします。

　■整備すべき項目
	●院長（クリニック）の理想像　・・・　今後目指すべき方向性、ターゲット患者層

●院長の経営ビジョン　　　　　・・・　将来の事業展開

●自院のセールスポイント　　　・・・　診療特性、差別化している戦略


（２）院内ルールをつくる

　医療従事者としてルールの遵守を徹底するためには、院内のルールを明確に示しておく必要があります。当院にとって許されない行為は、入職時にきちんと説明しなければなりません。
　また、個人情報保護に関連する等、重要な事項については文書化することが必要です。

　■整備すべき院内ルール
	●就業に関するルール　　　　　　　・・・就業規則

●個人情報の取り扱いに関するルール・・・個人情報保護規定
●業務に関するルール　　　　　　　・・・各種マニュアル


（３）スタッフの対話を実践する
　良い人材育成を実践している診療所では、スタッフとの関わり方における具体的なツールとして、スタッフとの対話で「リーディング（Leading）」「ティーチング（Teaching）」「コーチング（Coaching）」を効果的に活用しています。

　スタッフ個々の育成目標に向かって、各自の成長意欲を促し、必要な知識・技術や価値観を適切な時期に示すことを繰り返し、スタッフ自身が主体的に目標を設定し、これを目指した行動計画を策定できるように促します。



（１）新人育成担当者を配置する

　新人スタッフを育成する体制づくりでは、新たにスタッフが入職した部署にプリセプター（新人育成担当者）を配置することが有効です。
　プリセプターは、個人の能力に合致したきめ細かい対応をすることや身近な相談者として、悩みへの対応や心理的なサポートを行います。
（２）　プリセプターの適任者

　プリセプターは、原則として中堅期にあり、かつ新人と同職種の職員とします。
　これは、直接指導にあたるため、新人の特性を十分理解できる身近な先輩であると同時に、新人が１年後や３年後の自分をイメージできる、職業上の役割モデルとなるからです。

　将来の診療所の方向性に照らし合わせて、今、何に取り組むべきかについて、職員全員で真剣に検討する必要があります。その上で、能力開発に対する計画を策定し、これに基づいた実施をしていきます。

（１）能力開発体系の理解
　能力開発はインプットとアウトプットに分類できます。
　インプットの構成は、まず研修として役割別、職種別、部門別研修が、また、ＯＪＴ（指導を受ける場合）と自己啓発もインプットに該当するとして分類できます。
　一方アウトプットについては、院内での報告をはじめ、院内外研修、ＯＪＴ（指導をする立場）、患者教室における講師役の担当、学会や執筆活動が上げられます。

（２）知識をアウトプットする場の設定
　特に成果を出すためには、研修やＯＪＴ（on the job training：職場内研修）、自己啓発等の知識のインプットに併せて、上司への報告、講師担当、学会発表、執筆活動のように、スタッフが研修によって習得した知識をアウトプットする過程に重点をおくことが必要です。

経営データベース 

労災にあたるかどうかの認定判断のポイント
主にパソコンと電話を使用する業務についている職員が腱鞘炎になってしまい、肘を曲げることができないと言ってきました。しかし、電話やパソコンは、仕事中だけでなく、私生活でも使用しているもので、直ちに労災扱いになるとは思えません。労災に該当するかどうかはどのように決められるのでしょうか。

腱鞘炎にかかった職員が労災申請を希望する場合、貴院としては、傷病に至るまでの経過と事実関係を可能な限り証明してあげることが望ましいといえます。

なぜなら、労災として認定されるかどうかの判断は、貴院ではなく行政官庁（労働基準監督署）が行うものだからです。

■労災認定のポイント 

労災保険においては、業務災害及び通勤災害を保護の対象としています。業務災害とは、労働関係から生じた災害、すなわち労働者が労働契約に基づいて使用者の支配下において労働を提供する過程で、業務に起因して発生した災害をいいます。

　労働者が使用者の支配下にある状態を業務遂行性といい、業務に起因することを業務起因性といいます。業務遂行性がなければ業務起因性も成立しませんが、業務遂行性があれば必ず業務起因性があるとは限りません。

	（１）業務遂行性
	事業主の支配下で被災した傷病であるかどうか

	（２）業務起因性
	業務に起因して災害が発生し、その災害が原因となって、傷病等が発生したという相当因果関係があるかどうか

　①労働の場に有害因子が存在していること

　②健康障害を起こしうるほどの有害因子にばく露していたこと

　③発症の経過および病態


　なお、労災の申請が却下された場合には、その決定を知った日の翌日から60日以内に文書または口頭で、労災保険審査官に対し、不服申立て（審査請求）を行うことができます。また、審査（一審）の決定に不服があるときには、決定書の謄本が送付された日の翌日から60日以内に文書で労災保険審査会に不服申立て（再審査請求）を行うことができます。さらに、再審査（二審）の裁決に不服があるときには、議決を知った日の翌日から３ヵ月以内に裁判所に対して不服申立て（訴訟）を行うことができます。

経営データベース 

上司に無断で行った業務で発生した災害は業務災害か
職員が自分のミスでコンピュータのデータを消去してしまい、その復旧作業を業務時間外に行っていました。この業務に必要な資料を持ってくる際に、誤って階段から転落し足を骨折してしまったのですが、この場合は業務災害として認められるのでしょうか？なお、上司の許可は得ていませんでした。

　業務を行っていて発生した災害については、被災者の私的行為や天災といった業務起因性を否定するような事実がない限りは、原則的には業務災害として認められます。 

　職員が無断で行った業務の場合、例えば上司の許可を得ずに、所定時間外に行った業務で被災したケースにおいて、これが労災として認定されるかどうかが問題となります。
つまり、業務遂行性に関して、「事業主の支配・管理下にあるかどうか」「業務に従事しているかどうか」の２点において、上司の指揮命令下にない業務を行っていた職員についても、これが認められるかどうかということです。
　この点について、所定時間外に事業主の命令なく行った業務でも、事業の円滑な運営のために必要な場合には、事業主の指揮命令下にあるものとして、通常の業務と同様に扱われます。

したがって、この場合に被災したとしても、業務上災害として認定されます。
■業務遂行性の判断～無断残業のケース
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